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（２）条文見出しを付する場合
















































　別表第１（第 33 条，第 40 条，第 41 条，第 56 条，第 61 条関係）　
　別表第２　身体障害等級及び災害補償表（第 77 条関係）




































































































ローマ法の市民法大全（Corpus Iuris Civilis）の学説彙纂（Digesta）第 50 巻第
17 章第 202 法文（D.50,17,202）――１～２世紀の法学者ヤウォレーヌスの『書
簡集（epistulae）』第 11 巻からの抜粋――「市民法におけるすべての定義は危










































なる（ラテン語訳：definitio ex genere et differentiis fit.）」（Aristot.Top.103b 
15-16）という有名な「定義」の定義，すなわち後世には「最近位の類と種差













　　Ａ＝ {ａ | 12 の約数 }　　　   Ｂ＝ {ｂ | 偶数 }　　　   …内包
　　Ａ＝ {ａ | 1, 2, 3, 4, 6, 12} 　　Ｂ＝ {ｂ | 2, 4, 6, 8, …}　…外延





































　意見数は 10 団体と個人 42 名（この中の１名は私である。）の計 52 件であっ
た。とりわけ基本的概念を条文の中で定義することには批判的な意見が多
かったらしく，10 月 12 日に参議院先議で提出された改正案（11 月 10 日参議











「物」 とは， 有体物 をいう。









本法ニ於テ 公務員 ト称スルハ 官吏，公吏，法令ニ依リ公務ニ
従事スル議員，委員其他ノ職員
ヲ謂フ
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　ａ： 平成 16 年 12 月１日法律第 147 号「民法の一部を改正する法律」（民法現代語化）以
前の文言　








































商人 トハ 総テ商業ヲ営ム者 ヲ謂ヒ

















本法ニ於テ 会社 トハ 商行為ヲ為スヲ業トスル目的ヲ
以テ設立シタル社団
ヲ謂フ









　ｃ： 昭和 62 年６月２日法律第 52 号「刑法等の一部を改正する法律」での追加後，刑法
平易化までの文言
　ｄ： 平成 17 年７月 26 日法律第 87 号「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法
律」以前（明治 32 年商法制定時）の文言
　ｅ： 明治 23 年４月 26 日法律第 32 号「商法」（明治 32 年公布の現行商法で廃止）の文言
　ｆ： 平成 17 年７月 26 日法律第 87 号「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法
律」以前（明治 32 年商法制定時）の文言
　ｇ： 昭和 13 年４月５日法律第 72 号「商法中改正法律」以前（明治 32 年商法制定時）の
文言
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定義規定の適用範囲後置型の形式で踏襲されている。たとえば，民法第 151
条第４項（平成 29 年法律第 44 号による改正前は，第 446 条第３項）や民事


















第 551 条　 問屋トハ自己ノ名ヲ以テ他人ノ為メニ物品ノ販売又ハ買入ヲ為スヲ業トスル者
ヲ謂フ
第 559 条　運送取扱人トハ自己ノ名ヲ以テ物品運送ノ取次ヲ為スヲ業トスル者ヲ謂フ








第 46 条　……旧（平成 17 年改正前）
　 　代理商トハ使用人ニ非ズシテ一定ノ商人ノ為ニ平常其ノ営業ノ部類ニ属スル取引ノ代
理又ハ媒介ヲ為ス者ヲ謂フ
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注意を要する。なお，このカッコ書きは，平成 29 年法律第 44 号による改正
後に設けられたものであり，今後のカッコ書きの増加の流れを予感させるも
のである。








○民法　第 124条（追認の要件）…平成 29 年法律第 44 号の改正後の条文
① 　取り消すことができる行為の追認は，取消しの原因となっていた状況が消滅し，かつ，



























































































































































































































・　民法第 424 条と第 703 条は，同一の法律の中で，適用範囲が異なれば，
同じ語が用いられることがある例としてあげた。






















行訴３③ 審査請求その他の不服申立て （以下単に 「審査請求」 という。）
行政庁の裁決，決定その他の行為 （以下単に 「裁決」 という。）
行審４（1）処分をした行政庁 （以下 「処分庁」 という。）

























































　一 　市又は人口 5,000 以上の町（以下これらを「主要地」という。）とこれらと密接な関
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係にある主要地，港湾法第２条第２項に規定する国際戦略港湾，国際拠点港湾，重要








































































































































































































































































































第  13 条第１項：裏書ハ為替手形又ハ之ト結合シタル紙片（補箋）ニ之ヲ記載シ裏書人署名
スルコトヲ要ス
第  13 条第２項：裏書ハ被裏書人ヲ指定セズシテ之ヲ為シ又ハ単ニ裏書人ノ署名ノミヲ以テ
之ヲ為スコトヲ得（白地式裏書）此ノ後ノ場合ニ於テハ裏書ハ為替手形ノ裏面又ハ補箋
ニ之ヲ為スニ非ザレバ其ノ効力ヲ有セズ　









第  16 条第１項：裏書ハ小切手又ハ之ト結合シタル紙片（補箋）ニ之ヲ記載シ裏書人署名ス
ルコトヲ要ス　
第  16 条第１項：裏書ハ被裏書人ヲ指定セズシテ之ヲ為シ又ハ単ニ裏書人ノ署名ノミヲ以テ
之ヲ為スコトヲ得（白地式裏書）此ノ後ノ場合ニ於テハ裏書ハ小切手ノ裏面又ハ補箋ニ
之ヲ為スニ非ザレバ其ノ効力ヲ有セズ　
　戦後まもなく，新憲法施行前に制定された皇室典範（昭和 22 年１月 16 日
法律第３号）でも，カッコの使用がある。
○皇室典範　第 11条











○民事訴訟法（明治 23 年３月 27 日法律第 29 号）














の部分は，明治 32 年商法には受け継がれていない。第 947 条第１項の船舶の
後ろの読点は誤植の可能性がある。








　第 947 条第 1項：船舶，〔附属品ヲ包含ス〕
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ている。また，有斐閣『ポケット六法』に登載されていない法律は，原則言
及しないとことにしてきた。しかし，これら行政法分野の条文との取り組み
は，新しい視角を開いてくれるものであった。
　上記の法律を通読して最初に辟易したことは，丸カッコの使用の多さだっ
た。定義規定として条形式や号形式でまとめられている用語については，そ
こを参照すれば当該法律での用語の意義は簡単にわかる。それに対して，そ
れ以外の用語については，後ろのほうに出てきても，その用語の意義を説明
した条文が前のほうにあるのかどうかの検索については手がかりが一切な
い。
　そこで作業として行ったのは，丸カッコ付きの部分（法律番号も含む。）を
すべて黄色のマーカーで塗りつぶすことであった。実にページの半分近くが
真っ黄色になるところも出てきた。次に適用範囲が「以下同じ。」または「以
下」となっている用語（被定義項）を赤のマーカーで囲むことである。これ
をした後では，ある用語を遡って探し求めることが格段に楽になった。基本
六法でも，最近の改正の箇所では丸カッコが頻繁に利用されている。手元の
六法が次々と黄色で侵蝕されてくる。他の色を使えば，もっと衝撃が強いか
もしれない。是非，読者のみなさんにお勧めしたい方法である。
　本稿で採り上げたい用例はそれこそ無数にあり，もっともっと例をあげて
分析をしたかった。それこそ個人で逐条解釈をするコンメンタールを書き上
げるようなものである。本稿で扱うことのできた例は必ずしも典型的なもの
とは限らず，目についたものを分析したに過ぎない。カッコ内の表現で用い
る述語という単なる法令用語の分析であるが，概念の定義につながる内容な
ので，法律学の核心にせまるテーマでもある。各法分野の専門家にも，もっ
と注目されてしかるべき問題を発掘した気分である。
　テーマとする法令用語を列記してタイトルにすることは，このシリーズの
一貫した方針であるが，今回の丸カッコ内の法令用語についての論稿では，
最初に「をいう」を配置することにした。論文タイトルを五十音順に並べた
66 － をいう・という・含む・除く・限る（平野）
場合，「ん」で始まる論文はおそらくないだろうから，「を」で始まるものは
一番最後になる。現役最終論文のタイトルの趣向としてふさわしいと思われ
たのである。しかし，研究自体は定年退職後も継続し，論文もできるだけ公
にしていくつもりである。
